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研究成果の概要（和文）： 
 
 本研究のおもな研究成果として、わが国における地方鉄道の維持を目的として多く用いられ

ている運営とインフラ維持の上下分離を取り上げ、ヨーロッパおよび東アジアにおける OECD
加盟 23 カ国、30 鉄道事業者について費用構造分析を行った結果、上下分離は総費用を約 11％
〜12％引き下げる効果をもつが、列車密度がサンプル平均の約 1.6〜1.9 倍になると費用削減効

果が失われることが明らかとなった。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
The main result of our study is about structural separation policies of rail service, 
especially vertical (i.e. operation-infrastructure) separation and horizontal (i.e. 
passenger-freight service) separation. Our findings show that because the horizontal 
separation dummy has a negative sign with statistical significance, horizontal separation 
can be seen to reduce the cost of a railway.  The effect of the vertical separation changes 
according to the train density of a railway organization.  With lower train density, 
vertical separation tends to reduce cost, while with higher train density vertical 
separation increases cost. 
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１．研究開始当初の背景 
 

 現在の日本における重要な政策課題とし
て、生活水準に関する都市と地方の格差があ
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げられる。この点について、我々の研究対象
である交通・公益事業分野を見ると、各事業
者によって提供されているサービスは、いず
れも人間が社会的・文化的生活を営む上で必
要不可欠であり、人々の生活水準に大きな影
響を与えるものであるが、これら分野におい
ても採算性の低い地方におけるサービス維
持が困難な状況にあることが問題となって
いる。 
 従来、このような問題に関しては、産業ご
とに自然独占を根拠とした参入規制が設け
られ、既存事業者によるサービス供給の法的
独占が容認されるとともに、当該事業者に対
し全国または各地域内に同一水準のサービ
スを供給する義務が課されてきた。このよう
な法的独占によって、事業者は、都市におけ
るサービス供給によって得られた利益を、地
方のサービス維持するための財源として内
部相互補助してきた。しかしながら、わが国
では 1980 年代後半より規制緩和および構造
改革の取組みが進められ、従来は公的セクタ
ーによる法的独占が容認されてきた電気通
信や郵便分野においても民営化や競争導入
が実施された。また、参入規制によって競争
が制限されてきた交通産業においても需給
調整規制の撤廃が順次進められるなど、わが
国の規制政策は独占から競争へと大きく転
換しつつある。その結果、既存事業者は都市
部において新規参入事業者との競争に直面
することとなり、従来通りの内部相互補助を
財源とした地方のサービス維持が困難な状
況にある。 
 規制緩和政策や競争政策を進めるにあた
っては、事業性のみではなく、交通・公益事
業分野が果たす社会政策的役割についても
配慮する必要がある。例えば、採算性が低く、
事業性の面だけでは供給の継続ガ困難なサ
ービスや、サービス水準、安全面の問題など
である。これらの問題について、何らかの制
度設計が必要であることについては、EU各国
の郵便市場統合に向けた報告書である
EU(1992)や電気通信分野への競争導入に関
する報告書である OECD(1995)等において既
に指摘されている。しかしながら、わが国で
は電気通信分野においてユニバーサルサー
ビス基金の設立といった制度設計が進めら
れている段階であり、他分野に関しては未だ
具体的な取組みは行われていない。 
 このような状況のなか、我々は過去の研究
において郵便、鉄道、水道、バスといった交
通・公益事業を対象とした規制政策に関する
計量分析を行ってきたが、これらの研究は主
として事業者の費用構造に着目したもので
あり、公的セクターと民間セクターといった
経営形態による費用水準比較についてであ
った。 
 

２．研究の目的 
 
 われわれの研究スタイルの特徴は、データ
を用いて計量経済学の手法を適用して、政策
情報を得ることである。従来から、理論分野
において議論されている内容において、実際
の産業のデータを用いて事実はどうであっ
たのかをフィードバックしたいと思ってい
る。したがって、そういったデータが完備さ
れている必要がある。我々が分析を行ってき
た公益事業のうち、実行可能性と研究対象と
しての重要性を考え、本研究では、①郵便、
②鉄道、③バス、の３つの産業を対象とする
ことにした。 
 ここで行うべき分析は以下の３つである。 
 
(1) サービス水準を考慮した需要または費用 

構造の分析 
(2) 都市と地方における費用格差の計測およ

び発生要因の分析 
(3) 地方サービス維持のための制度に関する

政策的取組みの分析 
 
 
３．研究の方法 
 
 我々がこれまでに行ってきた共同研究に従
い、本研究のステップは、以下の 4つの段階
に分けて行う予定である。すなわち、①既存
研究結果の整理および初期分析、②データの
収集及びデータ入力、③計量モデルによるデ
ータ解析、④計量モデルの構築及び政策分析、
である。本研究は 3ヵ年計画で実施するため、
平成 21 年度は、主として①から②と③の一
部、平成 22 年度で③と④の一部を、最終の
平成 23 年度において③の残りを行う予定で
ある。そして、取り上げるセクターとしては、
先に述べたように、①郵便、②鉄道、そして、
③バス、を分析する予定である。 
 研究全体に関する取りまとめは、研究代表
者である浦西が行う。分析フレームワークの
設定、公益事業における地域間格差分析に関
する整理、公益事業全体における経済理論分
析のまとめ、モデルの構築などは水谷が担当
する。そして、浦西は、分析対象となる各セ
クターのデータ入力、計量経済モデルの推定、
推定モデルを用いた政策シミュレーション
を主として担当する。データや資料の収集に
関しては、2 人が分担して収集する。我々の
過去の研究において既に多くのデータや資
料を収集しているが、地域間の分析を行うに
あたっては、既に収集しているデータに関し
てより詳細なものが必要であるとともに、計
量モデル分析を用いる以上、最新のデータを
入手する必要がある。 
 
 



４．研究成果 
 
(1) 経済学分野で定義された組織スラック
と経営学分野において定義された組織スラ
ックの関係について、前者の組織スラックを
確率フロンティアモデルで非効率性として
推定し、後者の組織スラックを様々な経営学
的指標で測定している。図 1の通り、散布図
によってこれら組織スラックの関係を見た
結果、利用可能なスラックは経済学的組織ス
ラックと特徴的関係を持たないが、負債や過
剰費用を表す潜在的スラックや回復可能な
スラックは非効率性と生の関係を、企業内の
遊休資源を表す吸収されていないスラック
と即座のスラックは非効率性と U字型の曲線
的な関係があることが明らかとなった。 
 

図 1 経営学的組織スラックと経済学的組織   
  スラックの関係 
 
 
(2) わが国において 2001 年 12 月に実施され
た特殊法人改革について、74 特殊法人の経営
状況および設置背景などを考慮した２値選
択モデルを推定し、民営化の決定要因につい
て分析を行った。 
 

 

表 1 民営化に関する限界効果の推定結果 
 
分析の結果、表 1の通り、市場環境要因と政
策・規制要因が民営化の決定に大きく影響し

ており、前者については、市場性のある産業
に属している特殊法人は他の特殊法人より
も約 20％、後者については規制官庁が 1つし
か存在していない特殊法人は複数官庁によ
る規制下にある特殊法人よりも約 25％民営
化されやすいことが明らかとなった。このこ
とは、世界各国で実施されている民営化政策
に際し、より効果的な結果をもたらすために
重要な情報を提供するものであると思われ
る。 
 
 
(3) 国際ハブ空港における旅行者の交通手
段選択行動について、潜在的選考データを用
いた分析を行った結果、図 2の行動パターン
で示される旅行者の交通手段選択行動は、表
2 の推定結果で示されるように、アクセス交
通手段のサービス水準（家からの出発時間や
移動時間、費用、待ち時間、時刻表の遅れ）
に影響されることが明らかとなった。また、
この結果は、旅行者によるアクセス手段の選
択に際し、家からの出発のタイミングや空港
への到着のタイミングといったサービス頻
度が考慮されていることを示している。さら
に、旅行者の時間節約に対する支払意思額は
一日の時間帯によって異なっており、午前中
の時間節約には午後よりも多く支払っても
良いと考える傾向があることが明らかとな
っている。これらの分析結果は、地方空港か
ら国際ハブ空港へのアクセス便の改善を検
討する際に重要な情報を提供するものであ
ると思われる。 
 

表 2 ２項ロジットモデルの推定結果（旅行 
  目的ごとに午前中の出発と午後の出発   
  の比較） 

 
 

 
 

図 2 「予測する到着時間との誤差」の定義 



(4) 鉄道事業に関する上下分離政策の費用
削減効果について費用構造分析を行った。分
析対象となるのは表 3に示されるヨーロッパ
および東アジアの OECD 加盟国における 23カ
国、30 の鉄道事業者であり、これら事業者に
ついて 1994 年から 2007 年までの 14 年間に
わたるデータを用いた分析を行っている。 
 なお、分析にあたっては列車運行とインフ
ラ管理の上下分離や旅客と貨物の機能分離
など、多くの国で実施されている構造分離政
策を反映した変数を取り入れたトランスロ
グ型費用関数を推定しているが、推定結果よ
り、これらの政策は鉄道事業者の総費用を削
減する効果をもたらしていることが明らか
となっている。 
 さらに、構造分離された各事業者間の関係
に Williamson による取引費用アプローチを
適用した図 3で示されるモデルに基づき、列
車密度が構造分離による費用削減効果に与
える影響をシミュレーションした結果を示
したものが図 4である。 

 
 

 
表 3 分析対象となる鉄道事業者 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 列車密度と費用削減効果との関係 
 

分析結果より、列車密度がサンプル平均の約
1.6〜1.9 倍になると、上下分離による費用削
減効果が失われてしまうことが明らかとな
った。 
 このことは、鉄道事業に対する今後の構造
分離政策の検討にあたり、その経済合理性を
検討するにあたって重要な政策情報を提供
するものであると思われる。 
 

図 4 上下分離による費用削減効果のシミュ 
    レーション 
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